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一次試験

（共通１次化）

●科目合格制導入
●科目の見直し等
（８科目→７科目）

二次試験 実務・実務補習
(期間１５日以上)
①実務補習の実
施方法の充実
（実務先企業数の
増等）
②実務要件範
囲の見直し

登録養成課程の創設

①機構が行う養成課程と同等の内容で実施。
②登録機関としての登録基準を満たした民間
機関等

登

録

更

新

登

録

知識の補充要件

実務の従事要件

５年間で５回以上受講

①５年間で９日以上
→３０日以上の診断等
②実務範囲の見直し

申請

更新登録要件（５年間）

申請

実
務
を
再
開

実務再開要件

知識の補充

実務又は実務補習

実務再開に必要な知識補充

直近３カ年間で１５日以上

休止申請から１５年以内

【現行スキーム】

一次試験 二次試験

筆記試験 口述試験

実
務
・実
務
補
習

（１
５
日
間
）

中小企業大学校診断士養成課程（１年間研修）

国家試験の科目範囲の知識付与と実務能力付与

登

録

更

新

登

録

要

件

知識の補充要件

５年間で５回以上受講

実務の維持要件

５年間で９日（点）以上診断
・助言業務等

申請
５
年
間

更

新

登

録

（８科目）
一発受験

総
合
実
習

【改正後スキーム】

（更新登録特例措置の整備）

中小企業診断士制度スキーム新旧比較

養成課程

①受講対象者を国家試験１次試験 合格者
②実務能力付与型カリキュラムに変更
③弾力的な養成課程の実施
（修業年限を削除し、時間単位制に変更）

筆記試験

口述試験

１．制度の見直しの背景

中小企業診断士制度については、

(1)支援法の附則において、「法施行後５年を目途として、第１１条から第１３条までの規定の施行
の状況を勘案し、必要があると認めるときは、これらの規定について検討を加え、その結果に基づい
て必要な措置を講ずるもの」が明記されており、これを受け、また、

(2)社会的認知度が高まり診断士試験の受験者等が増加している一方で、新たな政策課題である中小
企業の再生支援や地域金融機関が推進するリレーションシップバンキングに積極的に関与しうるより
高い能力を持った中小企業診断士を確保することが求められているなどの状況を踏まえ、

本年４月の中小企業政策審議会において、(1)中小企業診断士の総数の拡大、(2)中小企業診断士の質
と信頼性の確保・向上を図るという視点から、制度の見直しを内容とする答申がなされた。今回の制
度（省令）改正は、この答申を踏まえたものです。

２．制度見直しの概要

答申で示された制度見直しの概要は、以下のとおりです。

(1）診断士試験の第一次試験について、従来の一発合格制から科目合格制に変更し、受講しやすい試
験制度にするとともに、試験合格後に受講する実務補習の充実等を図る。

(2)機構が行う養成課程について、受講対象者を診断士試験の第１次試験合格者とし、それに応じて
科目を実務能力付与重視型へ変更するとともに修了年限を撤廃し、修得に必要な時間単位制に変更する。

(3)機構が行う養成課程と同等の課程を民間でも行うことができる新たな登録機関制度を創設する。

(4)更新登録の要件である実務従事要件について、実務従事期間を９点(日)以上から３０点(日)以上
とするとともに、企業内等に勤務する診断士の診断実務の実態に合わせ更新の対象となる実務の対価
要件を削除する。

(5)更新登録制度について、企業内等に勤務する診断士が異動等により当面経営診断業務に従事でき
なくなる者が増加していることに鑑み、これらの者が、申請により、診断実務に従事することを一時
的に休止し、将来一定要件を満たした場合には更新登録期間（５年間）を超え休止申請した日の翌月
から最大１５年以内であれば実務を再開することができる更新登録の特例措置を設ける。



中小企業診断士試験
（１次・２次試験）

中小企業支援法第１２条（試験の実施は経
済産業大臣又は適当な公益法人）→現在、
（社）中小企業診断協会を指定し、実施。

合格

中小企業に対する経営

診断業務（１５日以上）

経済産業大臣が登録する実務
補習機関（※１）又は機構、都道
府県センターが行う実務補習

（１５日以上）

申請

経済産業大臣が登録

官報に氏名及び登録番号を公示、
本人には中小企業診断士登録証を交付。

中小企業大学校の中小企業診断士養成課程

又は

※１ H16.4.1現在登録機関
（社）中小企業診断協会

新規登録

改正後中小企業診断士の登録制度（H18.4.1~）

有効期間（５年間）

（５年間で３０点以上獲得）
①中小企業者に対する経営診断・助言業務（１日１点）
②実務補習又は機構、都道府県等中小企業支援センターのインターン
シップ（１日１点）
③実務補習の実務指導、養成課程又は登録養成課程の実習の指導

更
新
要
件

知識の補充要件

実務の従事要件

（５年間で５回以上受講等）
①経済産業大臣が登録する研修機関（※２）が行う理論政策更新研修（４ｈ）
②中小企業大学校が行う支援人材向け研修
③論文審査
④①又は②の研修の指導（講師）

申請

登録更新

※２ H16.4.1現在登録機関
（社）中小企業診断協会
（株）実践クオリティシステムズ

更新登録

経済産業大臣が登録する登録養成機関が行う
登録養成課程

１次試験合格者

又は

有効期間内に
休止の申請

経済産業大臣が登録簿に記載し、
申請日から１５年を限度に診断の
実務に従事することを休止

更新登録の特例



経済学
・
経済政策

運営管理 経営情報
システム

新規事業
開発

企業経営
理論

経営法務中小企業
政策

中小企業
経営

経済学
・
経済政策

財務
・
会計

運営管理 経営情報
システム

新規事業
開発

企業経営
理論

経営法務中小企業
政策

中小企業
経営

助言理論

現 行

（第1次試験）

・中小企業の診断及び助言に関する実務の事例
・助言に関する能力

改正後

助言理論

科目合格制（３年間）

・中小企業の経営診断にとっての基礎的な知識

・高度な能力を持つ専門家への橋渡しに必要な知識

→基本的問題を中心とした出題・中小企業の経営診断の中核的な知識

→科目の重点付け＋内容の見直し

・中小企業の診断及び助言に関する実務の事例
・助言に関する能力

（第２次試験）

（第1次試験）

（第２次試験）

１２０分・２００点
１２０分・２００点

６０分・１００点
６０分・１００点

６０分・１００点
６０分・１００点

６０分・１００点
６０分・１００点

６０分・１００点
６０分・１００点

６０分・１００点

９０分・１００点
９０分・１００点

【改正点】
①科目合格制の導入（３年間）
②合格基準の弾力化
（年度間の難易度差調整）
③科目構成の見直し
④科目の重点付け

財務
・
会計
６０分・１００点

９０分・１００点

１．国家試験制度の見直しの概要

＜国家試験制度の見直しの概要＞

1. 第１次試験を従来の１発合格制から科目合格が可能となる科目合格制（科目合格留保制度）を導入する。

第１次試験は、試験科目（７科目）全てに合格すれば第１次試験合格となりますが、一部科目だけに合格し

た場合は、「科目合格」とし、翌年度及び翌々年度の第１次試験を受験する場合に、受験者からの申請によ

り、当該科目を免除するものです。

２．年度間で生じる科目毎の出題内容の難易度差を調整できる弾力化基準を設ける。

３．第１次試験の試験科目を再検証し、診断士に必要な中核的知識を問う科目と他の専門家への橋渡しに必要な

基礎的知識を問う科目に分け、

①中核的知識を問う科目について、重点化（試験時間の増等）する。

②現行第１次試験の科目となっている「新規事業開発」「助言理論」は、診断士として必要な知識を総合的に

活用して行う経営診断に対する応用力、診断能力を問う内容であることから、第１次試験科目から削除し、

第２次試験の範囲に加える。

などの見直しを行うことで、診断士を目指す受験生が受験しやすい制度とするものです。



２．中小企業診断士養成課程（機構）の見直しの概要

•中小企業診断士となるのに必要な学識を応用
能力の修得（経営戦略など中小企業の個別経営
課題に対する診断・助言能力の修得を目指す）

経済学
・
経済政策

財務
・
会計

運営管理 経営情報
システム

新規事業
開発

企業経営
理論

経営法務 中小企業
政策

中小企業
経営

助言理論

現 行

（養成科目）

その他中小企業の診断及び助言に関する事項のうち
特に重要と認められるもの

改正後

グループ
形式
（１０人以下）

・国家試験第１次試験合格者
（前年度又は当年度合格した者）

経営診断Ⅰ

（受講資格）

【改正点】

国家試験と同等以上の能力を有することの担

保と客観化＆養成する者の実務能力の向上

を目指す

①受講資格：国家試験第１次試験合格者

②実務能力付与重視型養成課程に変更 等

総合実習

・修業年限：１年。講義、演習及び実習
・知識の習得水準の審査＆再履修義務
・総合実習：１５日間以上。養成課程の最後に実施

（その他基準）

（養成科目） •演習 ２４６時間以上
•実習 １２０時間以上
（２企業以上）

•経営診断Ⅰで習得した能力を活用し、診断士と
して必要な実務能力の修得（中小企業を全社的
な視点に立った経営課題に対する診断・助言の
実務能力の修得を目指す）

グループ
形式
（８人以下）

経営診断Ⅱ
•演習 ８４時間以上
•実習 １９２時間以上
（３企業以上）

・修業年限１年を削除し、時間単位制に変更
・能力の修得水準については、学識経験者の意見を聴き作成した基準により審査
・演習、実習を担当する者の要件と実習での報告会の実施

（その他基準）

一定の登録基準を満たした民間研修機関が行う登録養成課程を追加関連改正：登録養成課程の創設

＜中小企業基盤整備機構が行う中小期診断士養成課程の見直し＞

養成課程の持つ強みである実務能力付与機能を最大化し、法律上求める国家試験合格者と

同等以上の能力を有することの担保と客観化を図るため、

1. 受講対象者を診断士として必要な知識を判定した国家試験第１次試験合格者とする。

2. 養成課程のカリキュラムを演習・実習中心の実務能力付与重視型に変更する。

3. 養成課程の修業年限１年を削除し、時間単位制に変更することで受講期間を短縮等受講生にとって利便性が向上
される弾力的な課程の実施を可能とする。

など、診断士として実務能力の高い者をより多く輩出できるスキームへの変更するものです。

＜登録養成機関が行う登録養成課程の創設＞

以下の登録基準を満たした民間研修機関等が行う登録養成課程を追加することで、受講生が

養成課程を受講できる機会を増やし、より多くの実務能力の高い者を輩出できる体制を整え

るものです。

（登録基準）

1. 役員、職員、設備、研修の業務の実施の方法その他の事項についての研修の業務の実施に関する計画が、研修の
業務の的確な実施のために適切なものであること。

2. 研修の業務の実施に関する計画を的確に実施するに足りる経理的基礎及び技術的能力があること。

3. 研修の業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって研修の業務が不公正になるおそれが
ないものであること。

4. 実施しようとする登録養成課程が、中小企業基盤整備機構に求める養成課程の基準と同等の内容で実施できるこ
と。

その他、養成される者の科目の修得水準の審査は、機構が作成する基準を活用すること。



（５年間で９点以上獲得）
①中小企業者に対する経営診断・助言業務（１日１点）
（民間企業等は、対価を得る場合に限る）
②登録研修機関（※１）が行う実務能力更新研修（６ｈ×２日）、

中小企業大学校の研修（１回３点） ③実務補習又は都道府県等
中小企業支援センターのインターンシップ（１日１点）
④実務補習の指導

更
新
要
件

知識の補充要件

実務能力の維持要件

（５年間で５回以上受講等）
①登録研修機関（※１）が行う理論政策更新研修（４ｈ）、中小企
業大学校の研修
②論文審査 ③ ①の研修の指導

申請 登
録
更
新

※１＜ H16.4.1現在登録機関＞
（社）中小企業診断協会
（株）実践クオリティシステムズ

３．更新登録要件の見直しの概要

（５年間で３０日以上獲得）
①中小企業者に対する経営診断・助言業務（１日１点）
（※対価を得ることの条件を削除）

②実務補習又は機構、都道府県等中小企業支援センターのイン
ターンシップ（１日１点）

③実務補習の実務指導、養成課程又は登録養成課程の実習の
指導
※実務従事要件の代替措置としての実務能力更新研修は廃止

更
新
要
件

知識の補充要件

実務従事の要件

（５年間で５回以上受講等）
①登録研修機関（※１）が行う理論政策更新研修（４ｈ）、中小企
業大学校の研修（事例研究を追加）
②論文審査 ③ ①の研修の指導

申請 登
録
更
新

【改正点】

○実務に従事することの要件の充実と拡充

有効期間（５年間）

有効期間（５年間）

現 行

改正後

＜更新登録に必要な実務従事要件の見直し＞

現状の更新登録に必要な実務従事要件については、前回の制度改正では、診断士の位置づけが大きく変更し
たことにともない、旧制度との比較において極端な差が出ないように配慮された結果された、旧制度での更新
研修と同程度の時間数になるように要件設定されていました。

今回制度を見直すにあたっては、

・中小企業が経営診断を受ける機会を確保するために経営診断に従事する者を登録するという本来の制度の趣
旨・目的により沿った形の制度とすること。

・現行制度では、支援法で定める中小企業支援事業以外の民間等で行う経営診断については「対価を得て行う
場合に限定」されているが、診断士として多く登録されている民間企業や金融機関等に勤務者については、必
ずしもコンサルティングの専門部署において対価を得て活動することよりも、営業活動の一環として行うコン
サルティング活動が多いことが推定されることから、登録される診断士の活動に沿った要件とすることを念頭
に、更新に必要な実務従事要件を見直すものです。

①更新に必要な実務従事の日数（点数）を「９点以上／５年」を「３０点以上／５年」

に変更する。

②民間等で行う経営診断について「対価を得て行うこと」の要件を削除する。

（実務要件の範囲と見なせる事例：次項参照）

③これまで実務の代替措置となっていた実務能力維持更新研修は、廃止するが、実務に

従事することの実態に即し、実務の休止を申請し、休止できる制度を設ける。

これらにより、登録される診断士の質と信頼性の確保・向上を図るものです。



以下のような事例については、右記した要件に該当する場合は、中小企業に対する経営診断の実務と見なし、所属企業の雇用責任者又は相手方

中小企業の証明をもって更新要件とすることができるものとする。

民間企業等に所属する中小企業診断士から問い合わせのあった事例 実務と見なせる範囲

企業内における業務プロセス革新への提案活動
所属企業内での診断活動

企業内における経営革新活動 所属先企業が中小企業の場合

企業内における財務診断、改善のための提案活動

製造業における下請企業への経営指導活動

卸売業におけるリテールサポート等の提案活動

取引先企業へのコンサルティング活動 金融機関における財務診断・助言・改善等の個別顧客指導 取引先企業が中小企業の場合

異業種への提案・連携への活動支援

取引先企業に対する情報化投資、営業活動に関するコンサルティング

関連会社が新規事業を起業する際の組織作り、会社立ち上げ指導

（参考）企業内での活動として更新要件の実務と見なせる事例



●１５日以上の実務従事（補充）要件
①中小企業者に対する経営診断・助言
業務（１日１点）
②登録実務補習機関による実務補習
③機構、都道府県等中小企業支援セン
ターのインターンシップ（１日１点）

知識の補充要件

実務従事（補充）要件

●登録研修機関又は中小企業大学校の
更新研修の受講（５回）
・最新の中小企業施策に関する知識
・最新の診断事例等による新たな経営
理論、経営診断手法等

実
務
再
開

４．創設する更新登録特例措置の概要

更新有効期間（５年間）内

実
務
休
止
申
請

（条件）実務再開申請日前３年間で実務再開の要件を満たすこと

【特例措置の概要】

①当面経営診断実務に従事しない者の実務休止申請に基づき、登録簿を訂正。

②一定の知識の補充と実務従事（補充）することで実務再開を申請し、申請に

基づき登録簿を訂正し、実務再開のための登録証を発行。

実務休止証書
の交付

登録簿に記載

実務再開の要件

登録簿に記載

実務再開申請

更新登録の特例（休止の申請日の翌月１日から１５年以内に再開の申請が可能）

（注）登録期間は、休止前の
期間の残期間。
更新要件には、休止前と実
務再開要件で終了した研修、
実務を加えることができる。

＜新たに創設する更新登録の特例について＞

今回の見直しにおいては、制度の趣旨・目的に即した形で、更新の要件として必要な実務に従事することの要件
を充実するとともに、登録される診断士の中には、所属する企業での勤務部署の異動等によって、当面、経営診断
実務に従事することができなくなった者について、実務の休止を申請することで、一定期間の更新登録有効期間の
延長ができる措置を新たに設けるものです。

現行の更新制度では、登録有効期間内に更新要件を満たせない者については、登録を消除する制度となっていま
す。しかしながら、現在経営コンサルティング業を独立開業している者の多くは、診断士として登録後、民間企業
等で１０年以上の勤務経験を経て、独立・開業した者が多く、また、経営コンサルタントには、勤務先企業での知
識と経験は大変有効なものであることなどの現状を踏まえ、診断士として必要な知識を持つ者が、実務に従事しな
いことを理由に、単に登録を消除するのではなく、実務の休止、再開が行える制度を設け、将来的な診断士の総数
の拡大に繋げることとするものです。

（特例措置の概要）

①登録有効期間内に診断の実務に従事することを休止する旨の申請を行うことで、休止申請日の翌月１日から１５
年を限度に登録有効期間を延長するものです。

②延長される期間内に実務に従事することを再開する申請は、申請する前３年間で一定の知識の補充及び実務（又
は実務補習）に従事することの要件を満たすことが必要となります。

（実務の再開要件）

・知識の補充として更新研修を５回受講すること

・試験合格者と同様に実務又は実務補習に１５日以上従事又は受講すること
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